















































































床面積 5,990 m2，鉄筋コンクリート（一部鉄骨）造 2F建てで，施設としてアリーナ 1,740 m2
（37.5 m×46.4 m・天井高 11～ 15 m・6人制バレーボール 3面分・暖房設備），トレーニングルー
ム（269 m2）内には各種トレーニングマシン（男女別，ウエイトスタック式マシンやダンベルな
ど）と冷暖房設備，文化交流ホール 448 m2（20 m×22.4 m・天井高 7～11 m・冷暖房設備），そ
の他会議室，和室，更衣室（シャワールーム），管理事務室がある。
2008年 10月に南三陸町教育委員会が南三陸町スポーツ交流村の指定管理者の募集を行い，陽
光セントラル共同企業体が 2009年 4月～ 2014年 3月（5年間の 1年毎更新）までの指定管理契
約を結んでいる。2009年 4月以前は，南三陸町教育委員会生涯学習課が運営を行い，トレーニ
ングルームや清掃業務などは外部委託している状況であった。
陽光セントラル共同企業体とは，陽光ビルサービス株式会社（設立 : 1962年 5月，本社 : 宮
城県仙台市，主事業 : ビルなどのメンテナンス・管理・清掃など）とセントラルスポーツ株式会
社（設立 : 1970年 5月，本社 : 東京，主事業 : スポーツクラブ運営・指導，スポーツ施設の管理・
運営など）がジョイントベンチャー（Joint Venture）として設立した。陽光セントラル共同企業






























































































































































































































































































は 4月 15日より「公立志津川病院仮設診療所」となり，トレーニングルームは 6月初旬には明
け渡す，との役場病院準備室の話があった。しかし，実際はトレーニングルーム内にリハビリ室
を置くことや医療器具や薬品がそのまま保管されることなどの問題があった。
（4）　物資管理倉庫
体育館内で当初は町民とボランティアの方々で管理していたが，対応しきれておらず，大手運
送業者が入ることにより改善した。この業者は 5月初旬から作業にあたり，8月末まで体育館内
の物資管理及び配送などを行った。その際，運送業者で働いていた地域住民の方は，南三陸町社
会福祉協議会へ雇われる形となり，その他の場所の物資管理配送などを行っていた。体育館は 9
月 11日，半年後の慰霊祭に向け清掃を行い，町が依頼した業者により式典の準備が行われ，滞
りなく慰霊祭を迎えることが出来た。
（5）　遺体安置所
文化ホール内と文化ホール器材搬入口前にテントを設置し，遺体の安置と検視が行われていた。
南三陸町で発見されたご遺体はほとんどこの施設に来たようである。あの光景と臭いは忘れられ
ない。警察署が完成と同時に移動する，との話しがあったが，諸問題などがあり，10月末まで
機能が残る。その後，身元不明者の遺骨を保管するために，施設裏手にプレハブが設置され保管
された。
（6）　その他
（1）～（5）までが機能としてなくなっていったが，新たに南三陸災害 FM通称「FMみなさん」，
職業相談・消費者生活相談所，南三陸図書館などが一時的に設置された。FMみなさんは登米の
はっとエフエムに業務を引継がれたが，アンテナなどはベイサイドに設置されたままである。職
業相談・消費者生活相談所は，南三陸町仮設役場内へ移動し，南三陸図書館は，一時はトレーラー
ハウスに移動するも，生涯学習センター建設に伴いベイサイドアリーナ内 2Fで間借り中である。
現在ベイサイドアリーナ内は，通常の体育館，文化ホール，会議室，トレーニングルーム利用
などとともに，震災関係の写真や詩の展示，町内の復興支援商品の販売などが行われている。
4.　今思うこととあの時の選択
（1）　震災前の施設での災害対応に関して
南三陸町スポーツ交流村では，消防訓練は行われていたが，震災時の訓練は行われていなかっ
た（私が配属になってから震災があるまでの期間においての話で，配属以前に行われていたかは
不明）。消防訓練においては，火災発生時の避難誘導や初期消火などの練習を行った。これは年
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2回と規定があったため以前も確実に行われていた。また，震災時のマニュアルはあったが，今
回のような大規模な震災と避難所としての対応は全く想定しておらず，全てが想像を越えるよう
な状況であり，予想していたとしても，1,000人以上の対応ができるように食料などの備蓄が出
来るか，と問われると不可能であると私は考える。また，ベイサイドアリーナ自体の老朽化も進
んでおり，震災時，文化ホールの天井が落ちるなどの被害とともに，施設外部軒天井なども落下
しており，避難所として適切だったかは疑問である。
（2）　震災で浮き彫りになった問題点
上記にある通り，避難所としてベイサイドアリーナが十分機能していたか，という問題に対し
て，私は適切ではなかった，と考えている。それは，ベイサイドアリーナの構造に大きな問題が
あると感じたからである。当然ながら体育館ということもあり，天井が高く容積は大きかったた
め，震災当時はとても寒い状況だった。それは体育館を開放して，避難者を案内した際，「寒い
から廊下のほうが良い」という意見を多く聞いたことが実証していると思う。同時に施設には調
理環境がなかったことも大きな問題であった。学校や公民館といった教育施設の多くは何かしら
の調理環境があった。とくに南三陸町では，LPガスが当たり前だったため震災当初もすぐに調
理環境がある程度整った。しかし，町内で一番の施設であるベイサイドにはその環境はなく，外
部から大型のガスコンロなどが運ばれるまでは，たき火をして火をおこすなどしたが，全く対応
できていなかった。
次いで問題となったのが，役場との連携である。本来ならば，南三陸町防災対策庁舎が災害本
部となるはずであったが，町の中心となる機関のほとんどが流失してしまった。役場，病院，警
察，消防，これらはどれも欠けてはいけない機関であると思う。この全てが流失した南三陸町の
ダメージは計り知れない状況であり，それが全てベイサイドアリーナに一度は集まる状況が出来
てしまった。これらの機能が回復し動くことが最優先であり，指定管理者がそれに対してどうこ
ういえるレベルのものではなかった。その中で指定管理者制度に関して理解をしている人とそう
でない人の差は大きなものであった。理解している人は，指定管理者が厳しい状況にいることを
同情し，気を使った対応をしてくれた。一方，理解していない人は，指定管理者なのだから，役
場のいうことを聞いて当然だ，という考えだった。指定管理者制度は，契約書の元に成り立つも
ので，契約書がかわされていない時，そして，契約書がない状況では，本来どのような対応をし
ても指定管理者に非があるものではないはずだった。しかし，震災という特殊な状況でこれは出
来ません，これは契約書にないので対応しません，という発言は出来ない環境にあった。実際あっ
たこととしては，慰霊祭などの準備で閉館時間を延ばしてくれ，といったものや，震災の査定場
所として会議室を使いたいので同じく閉館時間を延ばしてくれ，というものだった。これも一般
常識の範囲内であれば，対応できるものであったが，閉館を 21時としているものを，深夜 1時
や翌朝になることもあった。24時間対応ということで，実際はスタッフを配置している状況で
あったが，それはあくまで震災など万が一の時，施設を開放することを想定してのことであって，
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役場の都合に合わせて開館や閉館をするためではなかった。しかし，求められていたのは，どん
なことでも柔軟に対応することであったので，指定管理者側はどうしようもなく，受け入れると
いう選択肢しかない状況だった。
そして，なにより私を悩ませたのは，役場から上記のような対応を求められる一方で，JV本
部ではそれらの状況を理解しようとせず，それは業務範囲じゃないからやるな，という対応だっ
たことである。確かにその対応が出来たらどれだけ楽だろうか，と思った。何度も電話で本部の
人間に一日で良いから施設にいてみろ，状況を理解しろ，と目上で年上の方に感情をぶつけた。
そして，JV本部の人間は，私の独断の判断で勝手にやったこと，という対応を取る一方で，南
三陸町から直接こうしてくれ，などと言われると現地の話とは別に話を進めていった。このよう
な歪みが徐々に多くなっていき，私は仕事を辞めることを決意していった。確かに私の独断や勝
手な判断があったという認識はあるが，もし私がもっと歳を取っていた施設長だったらこのよう
なことにはならなかっただろう。私が話す人間は町長しかり副町長しかり，○○課課長しかり，
JV本部部長など役職者が多くだった。そのような方々は当然多くの社会経験を積み，実績を重
ねその役職についていたのだろう。しかし，私は 27歳という若さながらも実績と能力を認めら
れて施設長の任を受けた。そんな私が，目上の方達にこれはこうした方が良いとか，これは出来
ませんとか言った時の「なんで出来ないんだ」や「やれ」という言葉は，明らかに私を対等に見
ていない発言であった。
もし，万が一あの震災の時，私がもっと早くに南三陸町に配属されていたら，歳をもっと取っ
ていたら，もしかしたらいろいろな事がスムーズに対応できたのかもしれない。全て正しかった
とは今も思っていないし，多くのことを後悔している。しかし，私はその時その時考えうる最高
の判断をしてきたつもりである。
何より多くの方の命が犠牲になり，そして，多くの問題が起きたことは事実である。今後もし
万が一このようなことが起きた時に，私の経験を述べたことで少しでもなにか改善していること
を望んでいる。最後に，被災地の復興と犠牲者の方々のご冥福をお祈りいたします。
III.　社会教育の課題
以上みてきたように，今回の震災時には，施設内で壮絶としかいいようのない対応を迫られて
いたことがわかる。南三陸町では，地震に加えてとりわけ津波の大きな被害を受けたことは広く
報道されている。しかし，津波被害の大きかった南三陸町だけが特別なのではなく，他の市町村
でも同様の状況にあった。そして，職員たちは，できることを必死に行っていたのである。
前章のまとめの部分で，もう少し年齢を重ねていれば，違った対応ができていたかもしれない
という反省が述べられている。確かに，年齢や赴任してからの期間の短かったことが影響してい
ることもあったかもしれない。しかし，ここに示されたことは，もっと本質的な問題であり，決
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して若かったからということで理解される問題ではない。それは，指定管理委託された施設職員
の立場（身分）の不安定さ =曖昧さから生じている問題である。自治体と直接の雇用関係にな
い職員の立場はきわめて弱い。委託している自治体およびその職員の役割と責任の不明確さの問
題が根底にある。そもそも対等関係にない委託者と受託者の立場の違いが，非常時の対応の場面
で露呈したまでのことである。それゆえ，こうした事態はどこででも起こりうる。南三陸町の事
例のように双方の方針や姿勢が大きく異なった場合には，問題はさらに複雑になる。委託契約関
係にある自治体からの直接的指示と，雇用関係にある受託組織からの指示の，二つの指揮系統下
に置かれている職員が，どのように対応することができるのか，教育機関の専門的職員として専
門性をどのように生かすことができるのか，という問題である。これらの点についての早急な検
討が必要であり，管理委託契約の内容の見直しが迫られているといえよう。
二つ目には，施設の管理運営の継続性・連続性に関する問題である。今回の震災はちょうど年
度末に近い時期に発生した。それゆえ，契約の更新ができないまま，対応を模索せざるを得ない
状況が各地で起きている。震災で一時閉館を余儀なくされた施設の中には，通常業務が行えてい
ないことを理由に委託金の支払いが滞ったところがあることも報告されている。契約を更新でき
なかった場合もある。これらは指定管理委託制度が初めから有している不安定さからくる問題で
ある。住民には，いかなるときでも，社会教育施設を利用するニーズがある。「こんな非常時に」
ではなく，「非常時だからこそ」，日常的な活動，趣味的な活動や広範な学習活動，スポーツ活動
を通して，落ち着きや安らぎ，復興に取り組む元気や活力，人々の交流が求められることが，今
回の震災を通じてより明確となった。南三陸町でも，ベイサイドアリーナ内に図書館をはじめ様々
な活動拠点が早い段階から整えられていったことがこのことを示している5）。これらの意味の大
きさを考えた時，人々に大きな力を伝える社会教育活動を社会教育行政としてどう保障するのか，
その際指定管理者とどのような連携・協力が行えるのか，あらかじめ検討して体制を作っておく
ことの必要性が明らかになったといえる。
三つ目には職員研修のあり方の問題である。職員はその時々で集められる限りの情報をもとに
最善の選択・判断を行っている。上記の事例からもそれは伝わってくる。たとえその判断以外に
より良い方法があったと後に判明したとしても，だれも批判することはできない。そもそも事前
の準備がなされていなかったからである。それゆえ，行政との役割分担・協力のあり方の研修が
今まで以上に必要となっているということである。これまで指定管理制度の問題点の指摘は多く
なされているが，指定管理委託された施設の質を維持するための職員研修についてはあまり検討
されてこなかった。このことを検討することは指定管理制度を受け入れることを前提とすること
から避けられてきたともいえる。しかし，現在のように広範に指定管理委託が行われている事実
を前にしたとき，やはり検討する時期に来ているといわざるを得ない。決して社会教育施設の指
定管理委託を是とするわけではないが，指定管理を委託した組織の職員を対象として，専門的知
識・技術の研修，危機対応も含めた行政との連携を推進するための研修の整備が急務であること
216 東北福祉大学研究紀要　第 37巻
が浮き彫りにされたといえよう。
以上，宮城県南三陸町における東日本大震災時の社会教育施設での対応事例をもとに，指定管
理委託された社会教育施設での問題点と課題を明らかにしてきた。これらは，他の地域にも共通
する課題であり，理論的・実践的検討が急がれることを提起したい。
注
1） 例えば，財団委託されている仙台市の地区市民センターが震災発生当時指定避難所に指定され
ていなかったために，様々な問題が生じた。このことについては，拙稿「東日本大震災からの
復興に向けた取り組みと社会教育の課題」（東京・沖縄・東アジア社会教育研究会編『東アジア
社会教育研究』第 17号，2012年 9月）で触れている。
2） 長澤成次「指定管理者制度と公民館」（日本公民館学会編『公民館改革の現代的潮流』日本公民
館学会年報第 2号，2005年 11月）では，政策の推移を追いながらこの制度の法制的問題点を
整理し，公民館に導入された際の問題点を 4点にわたって整理している。また，日本社会教育
学会編『自治体改革と社会教育ガバナンス』（日本の社会教育第 53集，2009年 9月，東洋館出
版社）では，自治体改革との関連から指定管理者制度を検討している。
3） 図書館が株式会社等に指定管理委託されている現状と問題点については，松岡要「日本図書館
協会の図書館事業の『公契約基準』の提起」（『月刊社会教育』665号（2011年 3月，国土社）
で検討されている。
4） 例えば，『月刊社会教育』665号（2011年 3月，国土社）で，「指定管理者制度を問い直す」と
いう特集を組み，その問題点を整理している。また，『月刊社会教育』610号（2006年 8月，国
土社）でも「社会教育施設の指定管理制度」の問題を特集で取り上げている。
5） 南三陸町や仙台市で，図書館や市民センターなどの社会教育施設の活動が，被災地域でどのよ
うな役割を果たしたかについては，拙稿「東日本大震災からの復興に向けた取り組みと社会教
育の課題」（東京・沖縄・東アジア社会教育研究会編『東アジア社会教育研究』第 17号，2012
年 9月）で検証している。
